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グローバル調査結果エグゼクティブサマリー（1/2）
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サステナビリティは依然として最重要のビジネス課題です。企業は
特にサステナビリティ技術への投資を増やし続けています。

多くの経営幹部は、サステナビリティへの取り組みについて、自社の

ビジネスモデルを変革するか、組織全体にサステナビリティを浸透さ
せる形で進めていると述べています。

回答者は、経済の不確実性などの市場環境や、テクノロジーへの

さらなる投資の必要性といった優先事項の競合によって、サステナ
ビリティの取り組みを減らしていないことを示しています。 

• 回答者の45%が、気候変動・サステナビリティを来年の自社の

三大課題の一つに挙げており、これはテクノロジー導入やAIと同

等であり、経済見通しや貿易関連の課題を上回っています。

• 回答者の83%が、昨年サステナビリティ投資を増やしたと報告し

ています。そのうち69%は投資を若干増加（6～19%）、さらに

14%は大幅に増加（20%以上）したと答えており、これは昨

年とほぼ同等です。

経営幹部は、企業がサステナビリティの取り組みから得られるビジ
ネス上の意義とメリットを認識しています。

サステナビリティの取り組みから得られるメリットとして、最も多く挙

げられたのは収益の創出であり、コンプライアンス関連の成果、コス
ト削減やブランド・評判の向上が続きました。

テクノロジーの活用は、企業のサステナビリティ推進を支える重要な
役割を果たしており、既にAIの利用も普及しています。

• 回答者が実施した様々なサステナビリティ施策について、収益

創出、コスト削減、ブランド・評判、コンプライアンス・ガバナンス、

リスク・レジリエンスなどのビジネス成果に対して悪影響があった
と答えた人はごくわずか（10%以下）でした。

• 昨年と同様、「サステナビリティ目標達成のためのテクノロジーソ

リューションの導入」は、特に多く挙げられた施策の一つでした。

最優先事項を順位付けする質問でもテクノロジーがトップとなり
ました。

• 世界全体で81%の回答者が、すでに自社のサステナビリティ活

動を推進するためにAIを活用していると報告しています。

2025年で4年目を迎えたデロイトグローバルによる今回の調査では、27カ国にわたる2,100人以上のC-suite
（最高経営幹部層）を対象に、企業のサステナビリティの現状と、企業がどのようにサステナビリティへのアプ

ローチを進化させているかを探っています。 
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グローバル調査結果エグゼクティブサマリー（2/2）

数年間の進展を経て、様々なサステナビリティ施策に取り組んで
いる回答者の割合がわずかに減少しています。

• 昨年と比べて、以下の施策を実施していると答えた回答者が
減少しています：

– サステナビリティの業績に経営幹部の報酬を連動させてい
る：43%（2024年）→ 36%（2025年）

– サプライヤーやビジネスパートナーに特定のサステナビリティ基
準の遵守を求めている： 47% → 38%

– 再生可能エネルギーの購入による事業活動の温暖化ガス
排出量削減：49% → 42% 

– 新たなサステナブル製品やサービスの開発：48% → 44%
– よりサステナブルな素材の使用：51% → 45%
– エネルギー効率の向上：49% → 45%
– テクノロジーソリューションの導入：50% → 46%

障壁や行動への圧力も過去数年から変化しています。 

コストや政策支援の不足がサステナビリティの取り組みに対する主

な障壁であると答えた経営幹部は比較的少なく、代わりに環境
への影響を測定することの難しさを課題として挙げています。

リーダーたちは、気候変動が短期的には過去数年ほど自社の経
営戦略や事業運営に大きな影響を与えていないと報告しています。

さらに、さまざまなステークホルダーからの圧力も弱まっており、その方

向性も一様ではなく、これが企業に影響を与えている可能性があ
ります。

• 幹部たちは、ほとんどのステークホルダーが引き続きサステナビリ

ティの取り組み強化を求めていると述べていますが、行動の縮

小を求める少数派も存在し、全体としてステークホルダーからの
プレッシャーは近年減少しています。

• ほぼすべての主要なステークホルダーグループで、2022年と比べ

てサステナビリティへの行動を求めるプレッシャーを感じていると答
えた回答者が減少しています。

株主（2022年 71%→2025年 58%）、

取締役会（75%→60%）、政府（77%→58%）、

市民社会（72%→57%）、顧客（75%→57%）、

従業員（65%→54%）

複数年にわたる調査データから、リーダーたちの間で事実上のロー

ドマップとなるようなサステナビリティ施策が明らかになっています。

これは、企業がサステナビリティの観点を戦略、業務、イノベーショ
ンに組み込むための道筋を示唆しています。 

• 過去数年にわたり、主要な取り組みとして挙げられているのは
以下の通りです：

– テクノロジーソリューションの導入

– よりサステナブルな素材の使用

– よりサステナブルな製品・サービスの開発

– 業務効率化施策の実施

– サステナビリティ指標の追跡と開示
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産業

日本の132人の経営者が調査対象

日本版回答者プロフィール
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11%1K未満

1Kから4,999

5Kから9,999

10,000から19,999

2万から49,999

5万から99,999

>100K

28%

18%

12%

10%

10%

22%
CSO

CTeO

CDiO

CEO

CIO

その他のCXO

58%

48%

41%34%

27%

24%

48%
CSO

CEO

CFO

CIO

COO

CTeO

その他の経営幹部

従業員数 役職 貴社において持続可能性の

目標に責任を持つポジション* 

売上高 (米ドル)

33% 11% 10% 34% 13%

500百万-999百万米ドル 10億-19億9,000万米ドル 20億-499億米ドル

50億-99億9000万米ドル >100億米ドル

23% 23% 19% 18% 17%

コンシューマー テクノロジー、メディア、通信 金融サービス

ライフサイエンス&ヘルスケア エネルギー・資源・産業

*一部の回答者は、社内の複数の役割が責任を持っていると述べ、その結果、役割

全体の割合が100%を超えています。

Note:CTeOは最高技術責任者;CDiOは最高デジタル責任者

Note: source for all charts is Deloitte Global. 2025 C-suite Sustainability Report © 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.
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サステナビリティへの投資はこの1年間でどのように変化し

ましたか?

今後1年間に取り組むべき最も差し迫った課題は何だと

思いますか?(重要度順に8つのオプションをランク付け) 

事業の優先課題としてのサステナビリティ
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2%
8%

77%

13%

2%

15%

69%

14%

やや減少

(-6%から-19%)

残留

ほぼ同じ

(-5%から+5%)

若干増加

(6%~19%)
大幅に増加

(20%以上)

日本 グローバル

矢印は、該当する場合、2024年と比較して5%ポイント以上の増減を示す。

サステナビリティは日本の経営者にとって

最大の課題と考えられており、サステナビ

リティへの投資を増やしていることも示さ

れている。

• 技術の採用と革新が今後1年間の最

大の焦点となると予想されているが 

(52%)、気候変動とサステナビリティが

それに続く (45%) 。

• 世界平均と比較して、日本では技術

の導入と経済見通し (42%) がやや

差し迫っている一方で、サプライチェー

ンの課題 (33%) はあまり言及されて

いない。

• 日本では、回答者の13%が昨年、サ

ステナビリティへの投資を大幅に増やし

たと答え、77%が投資をわずかに増や

したと答えた。これは2024年からの増

加であり、世界平均 (69%) よりも高

い。

52%

45%

42%

38%

33%

44%

45%

38%

37%

37%

技術の採用と革新

気候変動/

持続可能性

経済見通し

規制環境の変化

サプライチェーンの課題/貿易

%が日本のトップ3にランクイン %がトップ3、グローバルにランクイングローバルのトップ3にランクイン
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サステナビリティに対する貴社の現在のアプローチを最もよく表しているのは、次のうちどれですか?(1つ選択) 

サステナビリティに対する企業のアプローチ
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44%

41%

11%

4%

40%

39%

15%

6%

気候変動と持続可能性に対処するためのビジネスモデルの転換は、組織の戦略の中心

である

持続可能性の考慮事項は組織全体に組み込まれているが、中核的なビジネスモデルに

は影響しない

持続可能性の向上を支援するために、主に段階的なプロセスまたは運用の変更に重点

を置く

持続可能性への取り組みは、主に規制要件の遵守に重点が置かれている

日本 グローバル

矢印は、該当する場合、2024年と比較して5%ポイント以上の増減を示す。

日本の経営陣は、ビジネスモデルの変革

や組織全体にサステナビリティを組み込む

アプローチを取っていることを示している。

• 44%がビジネスモデルの変革が行われ

たことを示しているが、これは2024年か

ら減少している一方で、組織全体にサ

ステナビリティの考慮事項を組み込むこ

とが増加している (41%) 。

• 日本のリーダーのうち、漸進的な変化 

(11%) やコンプライアンス重視 (4%) の

アプローチをとっている人は少ない。
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以下の事項は、過去1年間にあなたの組織のサステナビリティ活動にどのような影響を与えましたか? 

より広範な市場状況と競合する優先事項がサステナビリティ活動に及ぼす影響
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42%
41% 41%

36%
35%

33%

37%

32%
31%

33% 33%
31%

持続可能性活動の大幅な拡大、日本 サステナビリティ活動の大幅な拡大、グローバル

矢印は、該当する場合、2024年と比較して5%ポイント以上の増減を示す。

日本では、世界平均と比較して、外部か

らのプレッシャーがサステナビリティへの取り

組みの増加に結びついている可能性が高

い。

• 新技術への投資の必要性は、サステナ

ビリティ活動の減少を引き起こしていな

い。 実際、日本の経営幹部の42%は、

投資の必要性からサステナビリティ活動

を大幅に増やしたと答えており、これは

世界平均 (37%) よりもかなり高く、

2024年からも増加している。 

• 地政学的な不確実性、資本コスト/金

利の変化、規制環境の変化、人材の

獲得と維持も、2025年のサステナビリ

ティ活動の増加に大きな影響を与えた。
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新技術への投資の必

要性（e.g.AI等）

地政学的な不確実

性の影響
資本コストと金利変

化
規制・政策環境の変

動
優秀な人材の獲得・

維持

経済情勢（e.g.貿

易・成長への期待）

サステナビリティ活動を大きく増加させた グローバル

以下の事項は、過去１年間にあなたの組織のサステナビリティ活動にどのような影響を与えましたか？

サステナビリティ活動を大きく増加させた 日本



サステナビリティに関する行動や投資の可能性を評価する際に、意思決定を

促す上で最も影響力のある結果はどれか。(影響力の高い順) 

サステナビリティへの取り組みによる事業計画とメリット

サステナビリティの取り組みが以下

の側面に与える影響をどのように

評価しますか?

(ポジティブ、中立、ネガティブ) 

収益創出

ブランドと評

判

コスト削減

リスクと耐障害

性

日本

57%

グローバ

ル

61%

コンプライアンス

とガバナンス

30%

26%

23%

21%

29%

23%

25%

23%

企業の持続可能性目標/環境成果への影響

今後1~5年間の経済効果

今後12か月間の経済的メリット(収益、コスト削減

など)

間接的または無形資産の影響

(例:ブランド、知的財産、

リスク軽減、データ)

最も影響力のある国は日本 世界で最も影響力のある企業にランクイン
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66%

67%

54%

54%

66%

60%

55%

55%

ポジティブな影

響がある

サステナビリティの目標と今後1~5年の経

済的利益の両方が、日本の経営者の意

思決定に大きな影響を与える。

• 30%は、サステナビリティ関連の意思決

定において最も影響力のある要因はサ

ステナビリティの目標と成果への影響で

あると指摘し、別の26%は長期的な財

政的利益を挙げている。

• 企業のサステナビリティ目標への影響

は依然として影響力がある (22%) が、

世界レベルほどではない。
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リスクと回復力

最も影響力がある 日本 最も影響力がある グローバル



環境目標を達成するために実施されるサステナビリティへの取り組み
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実行された上位アクション-グローバル

46%
サステナビリティの目標を

達成するためのテクノロ

ジーソリューションの導入

2024年=50%

45%
よりサステナブルな材料

の使用

2024年=51%

45%
効率化による排出削減

2024年=49%

44%
サステナブルな新製品・

サービスの開発

2024年=48%

44%
環境指標の把握・分析

2024年=44%

矢印は、該当する場合、2024年と比較して5%ポイント以上の増減を示す。

実行された上位アクション-日本

52%
サステナブルな新製品・

サービスの開発

2024年=39%

49%
環境指標の把握・分析

2024年=41%

47%
よりサステナブルな材料

の使用

2024年=51%

45%
サステナビリティ人材の

育成

2024年=43%

44%
再生可能エネルギーの

購入による排出削減

2024年=45%

新しいサステナブルな製品やサービスの開

発は、日本の経営者がサステナビリティへ

の取り組みの一環として行う最も重要な

行動である。

• 52%がサステナブルな新しい製品やサー

ビスを開発していると回答しており、

2024年の39%から増加している。 環

境指標の追跡と分析も増加している

(49%対41%)。

貴社は、サステナビリティへの取り組みの一環として、次のうちどれを行っていますか?(該当するものをすべて選択してください) 
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サステナビリティへの取り組みを可能にするテクノロジー
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貴社はサステナビリティの取り組

みを進めるためにAIを利用してい

ますか?

日本

86%

グローバル

81%

59%

54%

54%

54%

48%

55%

54%

53%

52%

49%

プロセスまたは運用の効率性

持続可能性に関するデータとパフォーマンスの内部モニタリ

ング

サプライチェーンの環境パフォーマンスのモニタリング/管理

持続可能な新製品・サービスの開発

サステナビリティデータの外部報告

日本 グローバル

矢印は、該当する場合、2024年と比較して5%ポイント以上の増減を示す。

日本の経営者は、サステナビリティの目標を

サポートするためのテクノロジーを導入してお

り、AIを多用している。

• プロセスまたは運用の効率化は、日本の

組織が目標達成のためにテクノロジーソリ

ューションを導入している分野のトップであ

り、世界平均(59%対55%)をわずかに上

回っています。

• サステナビリティの取り組みを支援するた

めにAIを利用している企業は86%で、世

界全体の81%を上回っている。

サステナビリティの目標を達成する目的でテクノロジーソリューションを実装す

るために、貴社はどの分野で実装または計画していますか?(該当するものをすべて選

択してください)

Note:回答者には、自社にテクノロジー・ソリューションを導入している、または導入する計画があると回答した企業も含まれています

。
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サステナビリティに向けた取り組みへの障害
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24%

21%

21%

14%

21%

18%

持続可能性への取り組みを主導する特別な責任を負う部門や役員がいない

持続可能な解決策の欠如またはより持続可能な投入材の不十分な供給

時間/リソース/資本に関する運用ニーズの競合

14%

12%

11%

21%

11%

15%

短期的なビジネス課題/投資家/株主からの要求に焦点を当てる

コストがかかりすぎる

顧客/クライアントの要求/支払い意欲の欠如

日本 グローバル

指摘された上位3つの障害

下位3つの障害

矢印は、該当する場合、2024年と比較して5%ポイント以上の増減を示す。

日本の経営陣は、サステナビリティの取り

組みを主導する特別な責任を負う機能

や役員がいないことを最大の障害として

挙げており、これは2024年以降大幅に

増加している。

• 持続可能なソリューションの欠如と競

合する運用上の要求も、最大の課題

である。

• 短期的な事業課題に対する投資家の

関心は2024年以降低下しており、日

本は挙げられた障害の下位3位に入っ

ており、世界の水準よりも低い。

あなたの組織で持続可能性の取り組みを展開する上で、最大の障害は何ですか?(上位2つを選択)
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貴社がサステナビリティの取り組みを展開する上で、最大の障害は何ですか？(上位２つを選択)

持続可能なソリューションの欠如、またはより持続可能なインプットが充分ではない



今後3年間で、気候変動が自社

の戦略と業務に大きな影響を与

えると予想している経営者

事業戦略・業務への影響

13

日本

64%

グローバル

60%

33%

31%

30%

29%

28%

30%

30%

28%

33%

28%

排出量や環境負荷の低減を目的とし

た規制

消費パターンや嗜好の変化

ステークホルダーや政府からの気候変動

対策やESG (環境・社会・ガバナンス)に

対する反発

気象災害・異常気象による業務への

影響

資源の希少性/コスト

日本 グローバル

矢印は、該当する場合、2024年と比較して5%ポイント以上の増減を示す。

日本では、気候変動が今後3年間にわ

たって戦略に影響を与え続けるとの予想

は、2024年以降減少している。

• 排出量や環境への影響を減らすことを

目的とした規制が、すでにビジネスに影

響を与えている最大の問題として挙げ

られており (33%)、世界平均 (30%) を

わずかに上回っている

• 気象関連災害のオペレーション上の影

響は、日本では世界平均よりも若干

少ない(29%対33%)。

あなたのビジネスにすでに影響を与えているサステナビリティの重要事項は何で

すか?（上位3つを選択)

2025 C-suite Sustainability Report © 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



サステナビリティへのステークホルダーのプレッシャー

14

数値は、サステナビリティ活動を「やや増加させる」または「大幅に

増加させる」を選択したすべてのステークホルダー・グループの平均

値です。

55%

55%

54%

53%

53%

52%

50%

48%

58%

58%

55%

54%

60%

57%

58%

57%

株主・投資家の皆様

競合他社/同業他社

銀行/貸し手

従業員数

取締役・経営陣

市民社会

規制当局/政府

消費者/顧客/顧客

日本 グローバル

ステークホルダーから行動を増やす

ようプレッシャーを感じている組織の

平均割合

日本

81%

矢印は、該当する場合、2024年と比較して5%ポイント以上の増減を示す。

日本では、さまざまな組織が気候変動への

対応を迫られています。

• 株主・投資家 (55%) と競合他社・同業

他社(2024年から55%増加)からのプレッ

シャーが最も大きい。

• 銀行/貸し手 (54%) と市民社会 (52%) 

からの圧力も2025年に増加した。

• 取締役会メンバー/経営陣、市民社会、

規制当局/政府、消費者/顧客/顧客は、

世界レベルと比較して日本では圧力が少

ない。

グローバル

81%

以下のステークホルダーから、サステナビリティへの取り組みを増減させるよう中

程度/大程度のプレッシャーを感じている経営者

2025 C-suite Sustainability Report © 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



サステナビリティへの取り組みのロードマップが生まれつつある

15

複数年にわたる調査データに基づくと、サステナビリティに関する一連のアクションを中心としたデファクトロードマップが出現しているようであり、企業が戦略、業務、イノベ

ーションにサステナビリティの考慮事項を組み込むための潜在的な道筋を提供している。複数年にわたって実施された主な施策には、次のものが含まれます。

テクノロジー・ソリューションの導入

よりサステナブルな材料の使用

サステナブルな製品・サービスの開発

業務効率化対策の実施

サステナビリティ指標の追跡と開示

Global

2025 C-suite Sustainability Report © 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



サステナビリティの未来をナビゲートする:C-suitへの重要な質問

16

現在の企業のサステナビリティの状況

はダイナミックです。より広範なビジネ

ス環境の変化を背景に、世界中で

政策や規制の状況が変化し、主要

なサステナビリティソリューションの経済

性が変化し続け、環境変化の影響

がより深刻になっています。

今日のダイナミックな状況は、組織がサステナビリティの目標を達成し、組織の回復力をさらに高めるために、サステナビリティの向上、戦略、投資、イ

ニシアチブ、実行を再評価する機会となっています。その取り組みを導くために、リーダーは次のことを考慮することが必要です。

ビジネスやステークホルダーにとっ

て重要なサステナビリティの問題

は何か?

組織が真の価値とインパクトを

生み出せるのはどこか?

重要な指標の針を動かすのに最

適なポジションはどこか?

1 組織はどのようなリソースにコミッ

トする意思と能力があるか?

予算、人材、経営幹部のサポー

ト、組織の資本など、利用可能

なサポートのレベルはどれ

くらいか。

2 組織はどれくらい忍耐強いです

か?

主要な利害関係者はどの程度

辛抱強いか?

結果が出るまで5~10年待つ覚

悟があるか、短期的な成果が必

要か。

3

ビジネスで許容できるリスクと不

確実性のレベルはどれくらいか。

組織が吸収できるボラティリティ

(規制、評判、物理的)はどれく

らいか?

4 依存関係は何ですか?

この行動には、政策の転換、技

術のブレークスルー、需要の保証、

および/またはエコシステムの整合

性が必要か?

5

Global
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